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１ 最近の経済・雇用情勢について  

 

（１）「月例経済報告」における基調判断（令和４年10月25日：内閣府） 

・ 景気は、緩やかに持ち直している。 

・ 先行きについては、ウィズコロナの新たな段階への移行が進められる中、各種政策の効

果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただし、世界的な金融引締め等が

続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなっている。また、物価

上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がある。 

 

（２）茨城県金融経済概況（令和４年11月８日：日本銀行水戸事務所） 

・ 県内景気は、資源高の影響などを受けつつも、新型コロナウイルス感染症の感染抑制と経

済活動の両立が進むもとで、基調としては持ち直している。 

・ 主要支出項目をみると、輸出は、供給制約の影響が総じてみれば和らぐ方向にあるもと

で、基調としては増加している。国内需要の面では、個人消費は、感染抑制と経済活動の両

立が進むもとで、徐々に持ち直している。住宅投資は持ち直しの動きが鈍化している。公共

投資は横ばい圏内の動きとなっている。 

・ このような内外需要を反映して、生産は、供給制約の影響が総じてみれば和らぐ方向にあ

るもとで、基調としては増加している。この間、雇用・所得環境をみると、労働需給に改善

の動きもみられるが、所得面を中心になお弱めとなっている。 

 

（３）雇用情勢（令和４年10月28日：総務省「労働力調査」、厚生労働省「一般職業紹介状況」） 

  ※完全失業率と有効求人倍率の季節調整値は、毎年1月分結果公表時に、過去に遡って改訂 

  ※労働力調査はR4.1月分結果公表時に、R2年国勢調査を基準とする推計人口への切替えを行い、過去に遡って改訂 

 

（参考）リーマン・ショック時の有効求人倍率の推移（茨城県）               単位：倍 

 H20.9月 10月 11月 12月 H21.1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 

有効求人倍率 0.84 0.79 0.75 0.71 0.61 0.54 0.49 0.46 0.43 0.40 0.39 0.38 

※有効求人倍率が最も低下したのは、リーマン・ショックの１年後 

 

（４）新型コロナウイルス感染症に起因する解雇等見込み労働者数（令和４年11月４日現在） 

茨 城 県 全  国 備  考 

2,763人 138,174人 ・本県は多い順で全国第14位 

※解雇等見込み労働者数：労働局及びハローワークに相談のあった事業所において、解雇・雇止め等の予定がある 

労働者の数。一部既に解雇・雇止めされた者も含まれる。 

 R4.3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 

完全失業率（％） 

      （季節調整値） 
2.6 2.5 2.6 2.6 2.6 2.5 2.6 

完全失業者数（万人） 

       （原数値） 
180 188 191 186 176 177 187 

有効求人倍率 

（季節調整値） 

全国 1.22 1.23 1.24 1.27 1.29 1.32 1.34 

茨城県 1.45 1.44 1.48 1.51 1.51 1.51 1.48 
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２ 前回の委員会以降の主な事業の概要 

 

【新型コロナウイルス感染症対策関連】 

（１）融資・貸付 

 ・ 新たな融資・貸付制度を創設し、延べ約４２，０００件、約６，７００億円の資金需要 

に対応。 

 

ア パワーアップ融資 

 ・ 新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者を支援するため融資枠を拡充 

保証承諾件数 保証承諾額 期間 

８，４７５件 約１，６３４億円 R2.4.1～R4.9.30 

※融資限度額：5,000万円(伴走支援型は6,000万円（R4.10.1から1億円に引上げ）)、 

融資利率：1.6％以下 

 

イ 新型コロナウイルス感染症対策融資 

・ 国の緊急経済対策に対応した無利子無担保融資 

保証承諾件数 保証承諾額 期間 

３２，６４２件 約５，０８８億円 R2.5.1～R3.5.31 

※融資限度額：8,000万円、融資利率：1.6％以下、利子：３年間無利子、保証料：ゼロ 

 

ウ 中小企業事業継続応援貸付金 

・ 公的融資制度や民間金融機関からの借入が困難な中小企業・個人事業主に対する長期 

融資制度 

貸付件数 貸付額 期間 

６５１件 約１１．８億円 R2.5.11～R3.9.30 

※貸付限度額：200万円、無利子、無担保、貸付期間：最長20年 

※県及び市町村の協調貸付（県３／４、市町村１／４） 

 

 

（２）中小企業新分野チャレンジ支援事業 

・ 新型コロナウイルス感染症の経済的影響が長期化する中にあっても、新たな事業分野へ 

の進出に意欲的に挑戦する中小企業等を資金繰りと人材育成の両面から支援することで、 

県内経済の早期回復を図る。 

 

ア 新分野進出等支援融資 資金繰り支援 

  ・ 新たな事業分野への進出に意欲的に挑戦する中小企業者を支援するため融資枠を拡充 

融資件数 融資額 期間 

１，１４７件 約２２５億円 R2.8.1～R4.9.30 

※融資限度額：設備資金１億円、運転資金3,000万円、融資利率：年1.3％～1.6％、 

利子：３年間無利子、保証料：半額補助  
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イ 中小企業人材育成支援事業 人材育成支援  

  ・ 新分野進出・新製品開発等に挑戦する中小企業者の資格取得やスキルアップのための教

育研修費等を支援。 

                                (10/24現在) 

 交付決定件数 交付決定金額 

令和４年度実績 １６件 １４６．４万円 

  ※上限補助額：１０万円、補助率：１／２ 

 

 

（３）新型コロナウイルス感染症対策営業時間短縮要請協力金 

  ・ 感染の拡大により、国のまん延防止等重点措置や緊急事態宣言が適用された場合には、

飲食店に営業時間短縮等を要請し、協力した事業者には協力金を支給。 

（11/7現在）   

申請件数 支給件数 支給金額 

６９,０９０件 ６７,３３１件 ７９８億９,５１７万円 

 

 

（４）「いばらきアマビエちゃん」の運用・利用促進 

  ・ 県のガイドラインに基づき感染対策に取り組む事業者を応援し、また、陽性者と接触可

能性がある方への注意喚起など、感染拡大防止を目的に令和２年６月より運用を開始。 

・ 感染対策の徹底を図るため、繁華街の飲食店を中心に県内全域で見回りを実施するほか、

本システムを県のコロナ対策や事業者支援策などの情報提供手段として活用。 

・ 本システムによる接触者通知は、オミクロン株の感染拡大により陽性者の行動履歴調査が

縮小されたことに伴い令和４年１月以降運用を停止。感染の状況等を踏まえ、当面の間は利

用者登録を求めない取り扱いとしている。 

（11/7現在）   

事業所数 （うち条例対象事業所） 利用登録数 

７１,４３１件 （約２８,７００件） ５,６５３,８４３件 
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（５）営業時間短縮要請等関連事業者支援一時金 

  ・ 営業時間短縮要請や外出自粛要請の影響を受け、売上が減少した事業者に対し、一時金

を支給。 

 

 申請件数 支給件数 支給金額 

第１弾（R3.1～2月） 

（売上要件：▲50%以上） 

※一律20万円 

４，７７５件 

※取下げ等除く 
４，７７５件 ９億５，５００万円 

第２弾（R3.4～6月） 

（売上要件：▲30%以上） 

※一律20万円 

９，５２３件 

※取下げ等除く 
９，４８０件 １８億９，６００万円 

第３弾（R3.8～9月） 

（売上要件：▲30%以上） 

※売上高別に20～500万円等 

※酒類枠を新設 

９，０９５件 

※取下げ等除く 
９，０２９件 ３２億１，８１２万円 

第４弾（R4.1～3月） 

（売上要件：▲30%以上） 

※売上高別に20～500万円 

１１，５０１件 

（注） 
１０，７８１件 ４０億９，９３０万円 

  （注）第４弾においては、申請取下げ等により不支給とした件数についても申請件数と 

して計上。 

 

 

（６）就職・労働の総合支援体制の整備 

・ 令和２年６月から、就職支援センター（県内６か所）において、専門の相談員（キャリア 

カウンセラー、求人開拓員）を増員し、就職支援、労働相談にワンストップで支援する体制 

を整備。 

 

ア 就職支援の利用状況 

 件数 備考 

求職者延べ利用件数 ４６，８１３件 R2.6～R4.10月累計 

就職決定件数  ２，１５９件 〃 

 

イ 労働相談の利用状況 

 件数 備考 

労働相談件数 １，９１３件 R2.6～R4.10月累計 
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（７）専門家派遣体制の強化 

・ 事業継続や雇用維持など、経営課題に直面する中小企業の相談窓口を「よろず支援拠点」

に集約し、社会保険労務士等の専門家を無料で派遣（２回）する体制を整備。 

 

相談件数 専門家派遣 期間 

１０，６７２件 
派遣件数：１２５件 

派遣日数：２７１日 

相   談：R2.4～R4.9 

専門家派遣：R2.7～R4.9 

※電話による支援が大半であるが、必要に応じて専門家を派遣 
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３ 付託案件 
 

【第 120 号議案】 

令和４年度 茨城県一般会計補正予算（第５号） 

 

○歳  出〔令和４年第４回茨城県議会定例会議案 ３ページより〕 
（単位：千円） 

款 項 補正額 

８ 商工費 

 

 

１ 産業政策費 10,000,000 

３ 中小企業費 1,780,000 

 計 11,780,000 

 

 

○歳出予算補正（産業戦略部分） 
【 部 局 別 】〔令和４年第４回茨城県議会定例会議案概要説明書 ４ページより〕 

                                （単位：千円） 

事  項 補正予算額 特定財源 一般財源 

産業戦略部  11,780,000 11,780,000 - 

 

 
【補正予算概要】〔令和４年第４回茨城県議会定例会議案概要説明書 17ページより〕  

                             （単位：千円） 

事   項 補正予算額 特定財源種目金額 一般財源 備   考 

産業政策課 

商工金融対策費 10,000,000 
諸収入 

 10,000,000 
- 

中小企業融資資金貸付金 

(現計 107,920,885) 

中小企業課 

経営支援費 1,780,000 

国庫支出金 

 1,779,986 

諸収入 

14 

計  1,780,000 

- 

事業継続臨時応援金 

国補（１０／１０） 

 

 

産業戦略部計 11,780,000 

国庫支出金 

 1,779,986 

諸収入 

10,000,014 

計  11,780,000 

- 
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（変　更　分）

事　　　　項 区分 事 業 内 容 期　　　間 限 度 額

新分野進出等支援

融 資 損 失 補 償

変　

更　

前

新分野進出等支援融資制度及び小規模

企業支援融資制度に基づき、茨城県信用

保証協会が保証した債務によって損失が

生じたときは、県がその損失を補償する

旨の契約を当該協会と締結する。

自　令和 4年度

至　令和19年度
286,000千円

変
更
後

同 上 同 上 857,000千円

新型コロナウイルス

感染症対策利子補給

変　

更　

前

茨城県新型コロナウイルス感染症対策

利子補給金交付要項に基づき、金融機関

が中小企業者に対し、令和 4年度におい

て資金を貸し付けたときは、県は当該中

小企業者に対し利子補給する。

自　令和 5年度

至　令和 7年度
687,423千円

変
更
後

同 上
自　令和 5年度

至　令和 8年度
2,609,667千円

4 5
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【債務負担行為補正】〔令和４年第４回茨城県議会定例会議案　５ページより〕
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第127号議案

指定管理者の指定について

下記により、公の施設の指定管理者を指定するものとする。

記

公 の 施 設 の 名 称 指 定 管 理 者 と し て 指 定 す る も の 指  定  期  間

つ く ば 創 業 プ ラ ザ
つくば市千現二丁目 1番 6
株式会社つくば研究支援センター
　代表取締役社長　箕輪　浩徳

令和 5年 4月 1日から
令和10年 3 月31日まで

令和 4年10月31日提出

茨城県知事　　大井川　 和　彦

20 21
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様式３ 
主要事業等の概要（案） 

産業政策課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 中小企業融資資金貸付金【拡充】 

１ 予 算 額 １０，０００，０００千円 

２ 現況・課題 新型コロナウイルス感染症の経済的影響が長期化する中にあ

って、エネルギー価格高騰等により、中小企業者の経営環境は今

後さらに悪化する懸念がある。 

３ 必要性・ねらい  こうした環境下において、新たな事業分野への進出、事業・業

態の転換、事業の拡大若しくは海外への展開を通じた新たなビジ

ネスモデルへの転換、又は、脱炭素化を通じた経営力の強化に取

り組む中小企業者に対し、必要な資金を融資することにより、新

事業展開等を目指す中小企業者の挑戦を後押しする。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー， 

年次別・全体計

画等） 

新分野進出等支援融資の融資枠を拡充するとともに、新たに脱

炭素化に資する設備導入資金を融資の対象とする。 

 

【融資の概要】 

ア 融 資 枠：450 億円（うち R4.11 補正分 300 億円） 

             【予算額 10,000,000 千円】 

イ 融 資 対 象：新たな事業分野への進出、事業や業態の 

転換等に取り組む中小企業者 

脱炭素化に資する設備を導入し、経営力強化 

等を図る中小企業者 

ウ 融資限度額：設備資金１億円・運転資金 3,000 万円 

エ 融 資 期 間：設備資金１０年以内・運転資金５年以内 

オ 融 資 利 率：年 1.6％以下 → ３年間無利子 

カ 保 証 料 率：1.71％以内  →  １／２補助(0.855%以内) 

５ 参考事項 

 （過去の実績， 

他県の状況， 

関連データ等） 

〇新分野進出等支援融資の利用状況 

    （単位：件・千円） 

年度 融資実行件数 融資額 

R2 年度 5 110,000 

R3 年度 520 9,976,892 

R4 年度（9 月末） 622 12,375,920 

 
〇その他のコロナ関連融資の利用状況 
 パワーアップ融資（伴走支援型特別保証対応） 

（単位：件・千円） 
年度 保証承諾件数 保証承諾額 

R3 年度 1,028 16,546,146 

R4 年度（9 月末） 1,045 18,574,621 

（金融機関とともに早期経営改善に取り組む事業者向け融資） 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                  産業政策課 

  項  目  「いばらき高校eスポーツ選手権」の開催等について  

１ いばらき高校eスポーツ選手権について 

（１）目的 

  eスポーツを活用して高校間の交流促進や関連産業への興味・関心を深めること

を通じて、本県におけるeスポーツの裾野拡大を図るため、NPO法人北米教育eスポ

ーツ連盟日本本部（NASEF JAPAN）など県内外の関係団体や企業の協力のもと、高

校生を対象としたeスポーツ大会を開催する。 

 

（２）事業概要 

  ア いばらき高校eスポーツ選手権（オンライン開催） 

    県内の高等学校（中等教育学校、特別支援学校、通信制高校を含む）に在学

する同一校生のチームによる大会 

  （ア）ロケットリーグ部門（３人１組） 

    開催日：令和４年１１月５日（土） 

    参加者：６校・６チーム 

    結 果：優勝   水戸工業高校 

        準優勝  東洋大牛久高校 

        第３位  水戸特別支援高校・水戸啓明高校 

  （イ）フォートナイト部門（２人１組） 

    開催日：令和４年１１月２０日（日）予定（１１月１１日まで参加募集） 

  イ NASEF JAPAN チャレンジカップ（オンライン開催） 

    上記アの上位チームと、NASEF JAPANが推薦する全国の強豪校・海外校によ

る親善大会 

  （ア）ロケットリーグ部門（３人１組） 

    開催日：令和４年１１月２６日（土）予定 

    参加者：県内２チーム（上記ア（ア）の優勝・準優勝）、県外・海外各２ 

  （イ）フォートナイト部門（２人１組） 

    ※開催日程等詳細について調整中 

 

２ 全国都道府県対抗eスポーツ選手権 2022 TOCHIGI 本県代表選手の結果 

  令和４年１０月１５日（土）～１６日（日）に栃木県宇都宮市で開催された同大

会eFootball™部門、グランツーリスモ７部門に、関東ブロック大会を勝ち抜き出場し

た本県選手の結果は次のとおり。 
（１）eFootball™部門：     高校生の部  優勝 kamikami選手 
（２）グランツーリスモ７部門：Ｕ－１８の部 第３位 小林 陽樹選手 

               一般の部   第４位 植木 俊輔選手 

 

【参 考】ロケットリーグ：ジャンプや飛行ができる特殊な車を操作してサッカーを

行うゲーム 

     フォートナイト：複数のプレーヤーが協力し、拠点を守ったりアイテムを

探索しながら行うゲーム 
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主要事業等の概要（案） 

 
産業戦略部 中小企業課 

事業名又は議案の 

名 称 

 
 事業継続臨時応援金【新規】 

 
１ 予 算 額 １，７８０，０００千円 

２ 現況・課題 新型コロナによる需要減少の影響が回復途上にある中、円安等

による光熱水費や原材料費の高騰などが、事業者の経営環境に大

きな影響を与える状況が続いている。 

３ 必要性・ねらい  全体的には経済は回復傾向にあるものの、コロナ禍からの回復

の遅れや価格転嫁が進まないこと等により、売上高（事業収入）

が減少し、経営環境が特に悪化している事業者（中小企業・農林

水産業者等）を応援するため、臨時応援金を支給する。 

４ 事業の内容 

 （事業フロー、 

年次別・全体計

画等） 

１ 対象事業者 

県内事業者（業種・法人形態を問わない） 

 （外形要件） 

・ 申請時点において茨城県内に主たる事業所を有し、かつ、

令和３年において所得税又は法人税の納税地を本県内と

していること。 

※ 非課税団体（社会福祉法人・NPO 法人等）は、県内に

主たる事業所を有していること。 

・ 確定申告書等で売上高（事業収入）の金額が確認できる

こと。 

・ 農業者（畜産含む）は、法人・認定農業者等であること。 

 

２ 支給額 

  一律 10 万円  ※１事業者１回限り。 

 

３ 支給要件 

次の要件をいずれも満たすこと。 

ア 令和４年１～10 月（１～11 月又は１～12 月）の売上高（事

業収入）が、令和３年の同期間の売上高と比較して 20％以

上減少していること。 
 

イ 令和３年（１～12 月）における、売上高（事業収入）が 

120 万円以上であること。 

 

４ 申請期間 

  令和４年 12 月開始予定 

５ 参考事項 

 （過去の実績、 

他県の状況、 

関連データ等） 
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                  中小企業課 

  項  目 
  新型コロナウイルス感染症拡大防止営業時間短縮要請協力金の 

支給実績について 

 

１ 目的等 

  新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、営業時間短縮要請に協力いただいた飲食 

店等に迅速に協力金を支給し、対策の実効性を高めるとともに、事業者の負担軽減 

を図ってきたところ。 

  不適正な申請により支給した協力金については、速やかに返還を求め、厳正に対 

応する。 

 

２ 事業概要 

（１）支給実績                        （11/7時点） 

期間 
R2.11.30 ～ 

      R3.2.22 

R3.4.22 ～ 

         6.16 

R3.7.30 ～ 

          9.30 

R4.1.27 ～ 

          3.21 

支給 

金額 
(1 日あたり) 

11/30～ 2 万円 

12/16～ 4 万円 

売上高に応じ 

2.5～7.5 万円 

緊急事態措置等の 

区分や売上高に応

じ 2.5～10 万円  

営業時間や売上高

に応じ 

2.5～10 万円 

支給

実績 

21,677 件 

200 億 1,568 万円 

10,059 件 

62 億 9,367 万円 

18,219 件 

301 億 8,496 万円
※ 

16,752 件 

228 億 279 万円 

※ ほかに大規模施設等に対しても支給 624 件 5 億 9,807 万円 

                        合計 67,331件 798億9,517万円 

 
（２）不適正な申請等の状況                 （11/7時点） 

区分 概要 取下げ・不支給 返還請求 

要請対象外 ｷｯﾁﾝｶｰ、ﾃｲｸｱｳﾄ等 114件（ 98者） － 

申請誤り等 書類の不備、重複申請等  144件（113者） 36件（22者） 

要請違反等 時短要請に応じない等 89件（ 81者） 29件（14者） 

合 計 347件（292者） 65件（36者） 

 

（３）協力金の返還状況            （11/7時点） 

 返還請求 返還済 未返還 

件数 65件（36者） 48件（30者） 17件（6者） 

金額 60,864千円 45,395千円 15,469千円 
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様式３ 
提出議案（条例は除く）の概要 

 
技術革新課 

議案の名称 
 指定管理者の指定について 

（つくば創業プラザ） 

１ 予 算 額 －    千円 
２ 現況・課題 つくば駅前に設置しているつくば創業プラザは、令和元年１２月の

設置以降、指定管理者制度を導入し、創業のための活動、創業後の

事業活動及び新たな事業分野の開拓を支援することにより、本県の

産業の振興に資することを目的として運営している。 

３ 必要性・ねらい 令和４年度末をもって指定期間が終了するつくば創業プラザにつ

いて、令和５年度以降の指定管理者の指定を行うもの。 
（根拠法令） 

地方自治法第２４４条の２第６項 

普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、

当該普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

４ 内  容 

  

指定の内容 

 ①施設の名称 

  つくば創業プラザ 

 ②指定管理者候補 

株式会社つくば研究支援センター【公募】 

③指定の期間 

  令和５年４月１日から令和 10 年３月 31 日まで（５年間） 

 

（参考）指定管理者に係る債務負担行為 設定無し 

５ 参考事項 

  

（１）募集及び選定経過 
・R4.6   第２回定例会において手続きの報告 

    7～9  指定管理者の公募 

    9   選定委員会（指定管理者候補者の選定） 

    11   第４回定例会における指定管理者の指定の議決 

       （予定） 

   R5.4   次期指定管理者による管理運営の開始 

（２）これまでの指定管理者 

 ・R 元.12～  株式会社つくば研究支援センター 

（参考）つくば創業プラザの概要 

住 所 つくば市東新井 13－２  ※TX つくば駅から徒歩８分 

供 用 開 始 令和元年 12 月 

設 備 
事務室（30 ㎡×6 室） 

※民間ビルの一部（1 階、及び、4 階）を借り上げ 

利  用  料  104,500 円/月（税込） ※単価：3,483 円/㎡ 

入居率（年度末） R 元 83.3％ R２ 100％ R３ 100％   
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様式２ 

前回の委員会以降の主な事務事業の概要 

                                 技術革新課  

  項  目  「いばらき地酒バー水戸」のリニューアルオープンについて  

 
１ 目 的 

県がＪＲ水戸駅に設置している「いばらき地酒バー水戸」について、みどりの窓
口隣へ場所を移転したうえで、これまでの地酒の試飲に加えて、新たに地酒の小売
販売を開始するなどの機能強化を図り、いばらき地酒バーを拠点とした本県産日本
酒の魅力発信を強化する。 

 
２ 事業概要 
（１）店舗の概要について 

開 店 日 令和４年11月１日（火） 

移 転 場 所 
ＪＲ水戸駅みどりの窓口隣 水戸エクセル 
面積：68.51㎡ 

営 業 時 間 10:00～22:00 

営 業 内 容 

飲食 
・県内35蔵の地酒の有料試飲 
・県産食材を使用した料理の提供 

物販 
・地酒の販売 
・県産品（笠間焼の酒器、県産食材の加工品 等)の販売 

運営事業者 
(有)リカーショップスドウ 
法人所在地：つくば市谷田部2985-2 

 
【参 考】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外観 

 

 

 

 

 

 

                           平面図 

 
 
     移転場所 
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